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　　はしがき　　本稿は，平成21年10月30日に
IFA 日本支部と租研との共催で行われた IMF
財政局税制担当課長ビクトリア・ペリー氏と東
大名誉教授金子宏氏による「国際航空券税（国
際人道税）等国際課税の問題について」をテー
マにした公開対談を取りまとめたものである。
当日は対談に引続き，「最近の金融に関する課
税問題」と題するペリー氏の対談が行われ，全
体の司会進行を名古屋経済大学大学院教授本庄
資氏が務められた。なお，当初 IMF 財政局次
長のマイケル・キーン氏が来日の予定であった
が体調を崩された為，急遽，ペリー氏にご対応
頂いた。

……………………………………………………………………………………

　（本庄）　本日の議題については，金子先生は
既に1998年に国際人道税としての航空運賃税を
提唱されまして，日経新聞にも書いておられま
すが，2007年 1 月12日に第 3 回グローバルタッ
クス研究会でも講演されました。
　最初に金子先生から，この国際航空券税の構
想についてお話をいただき，次いでペリーさん
から，IMF における2006年のワーキングペー
パー，06/124というのをキーンさんが公表して
おられますが，その後どういうふうに IMF で
対応が変わってきたか，最近の考え方なども含

めてお話をしていただき，その後でお 2 人の権
威者にご対談をしていただきたいと思っており
ます。それではよろしくお願いいたします。
　まず，金子先生からよろしくお願いします。

　　　公開対談　

　（金子）　ご紹介ありがとうございました。ペ
リーさん，今日は国際航空券税の問題について
対談をすることになりまして，大変うれしく，
また光栄に存じております。それから，時間が
限られておりますので途中少し端折るところが
あるかもしれませんけれども，ご了承をいただ
きたいと思います。
　それで，今日お話します国際航空に対する租
税としては，国際航空に使われる燃料に対する
課税と，それから航空券に対する課税とがあり
ます。それで，燃料に対する課税，これは公害
対策税の性質を持つと思います。
　国際航空に関係した租税ないしは負担として
は，ほかにも例えば出国税がありますし，ある
いは入国税，それから空港利用料金もあるわけ
です。それから，国際航空と無関係ではありま
すけれども，例えばトービン税の構想，さらに
トービン税の修正形態である金融取引税の構想
があります。これは発展途上国の開発支援のた
めの資金を得るための租税として考えられてい
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リーさんとの間でこれからお話し合いをさせて
いただきます。2000年にオルドマン先生が80歳
を迎えられまして，その記念のシンポジウムが
ハーバードのロースクールで開かれまして，私
にも講演をするようにというお話があったもの
ですから，「国際人道税」という名称の講演を
させていただいたわけです。その後，この考え
方はしばらくの間， 1 つの提案あるいは理論に
とどまっていたのですが，2000年の前半にラン
ドーさんというフランス政府の高官が論文を書
きまして，それをきっかけにフランス及びヨー
ロッパの国々で議論が盛んになったわけです。
　そしてフランスの NGO が非常に活発に動き
まして，シラク大統領にぜひとも国際航空券税
を国際連帯税という名称で採用すべきであると
いう働き掛けをしたわけです。シラクさんは，
最初は消極的だったようですが，結局は前向き
になりまして，シラクさんの主導の下に2006年
の 3 月にこの国際連帯税がフランスにおいて制
度として採用され， 7 月から実施されたわけで
す。
　フランスの制度は，税収をアフリカを中心と
する国々のエイズやマラリアの撲滅のために使
うというものです。その内容は国内線を含めて
行く先が欧州域内の航空券についえは，エコノ
ミークラスが 1 ユーロ，ビジネスおよびファー
ストクラスが10ユーロ，それ以外の国や地域へ
の航空券については，エコノミークラスが 4
ユーロ，ビジネスクラスおよびファーストクラ
スが40ユーロの定額税をかけるというものです。
その特色は，定額税であること，フランスの税
収になり，フランス政府の判断で支出先を決め
ること等です。
　その後，若干内容が変わってきまして，イヤ
マークされている税であることは現在も変わり
ないようでありますけれども，直接フランス政
府が支出するというのではなくて，一定のヨー
ロッパの機関に税収を拠出して，そこが支出す
るというように変わってきているようですが，
私は，最近のところをフォローしていないもの

るわけですが，こういうものも間接には関係が
ございます。
　しかし，今日，私がここでお話しすることは，
専ら国際航空券に対する消費税のことです。こ
れは簡単に言ってしまえば，国際線の利用者に，
その運賃について一定の消費税を払ってもらい，
それを国際社会にとって有益な目的のために支
出するという性質の租税です。この国際航空券
税は，実定制度としては2006年に初めてフラン
スで国際連帯税という名称で導入されました。
そして幾つかの国々がそれに追随しております。
　私も，前世紀のことですが，1980年代から国
際航空券に対する消費税について興味を持ちま
して，そのことについてハーバード・ロー・ス
クールのオルドマン教授，ペリーさんの母校の
先生でありますけれども，オルドマン先生に話
しましたところが，そういう国際航空券に対す
る消費税の構想というのは，自分の知る限りは
まだ言った人がいないから，ぜひとも書くよう
にと言われまして，1998年に「Tax Notes In-
ternational」という雑誌に国際人道税という名
称で短いエッセーを書きました。
　私の構想は極めてシンプルでありまして，
個々の国が国際航空券，つまり国際航空の切符
を買う人に対して低い税率の消費税をかけて，
その税収を国際機関，例えばユニセフに送金し
て，そしてユニセフに一定の目的のために使っ
てもらうという構想であります。そして，私が
書いたときはシンプルな方がいいと思いました
ので，旅行会社が国際切符を売る場合に，その
代金に加算して，代金の 1 ％ないし 2 ％の国際
航空券税を徴収して，それをその国の政府が管
理している特別の口座に送金します。
　そして，国が今度は，ユニセフの口座に送金
します。ユニセフではそれを国際紛争，民族紛
争，宗教紛争，部族紛争などで傷ついたり，心
身の障害を受けたり，あるいはひもじい思いを
している子供たちのために支出します。そうい
う構想を立てて発表したわけです。この点につ
いてはいろいろと意見があり得ますので，ペ
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　（ペリー）　金子先生，どうもご紹介ありがと
うございました。そして，このテーマについて
金子先生とこのような対談をさせていただく機
会をいただいて，大変光栄に思っておりますし，
また，後ほど講演をさせていただくのも楽しみ
にしておりますが，まずこのように金子先生と
公開対談ができるということをうれしく思って
おります。
　それから，キーン次長からは，本当に皆様に
申し訳ないということを伝えるようにと言われ
ております。今回の訪日をキーン次長は楽しみ
にしていたのですけれども，病気になってしま
いまして，出張がかなわないということで申し
訳ないと言っておりました。ただ，また将来伺
うことができることをキーン次長は楽しみにし
ております。
　では，国際航空券税の話に移りたいと思いま
す。今から振り返って考えますと，金子先生は
本当に先見の明がおありになったのだと思いま
す。もう20年以上も前からこのような税の導入
ということを考えておられたわけです。現在フ
ランス等で起こっていることを見ますと，こう
した税が実際に導入できるタイミングになって
きたのだと考えられます。
　このように申し上げますのも 3 つ理由がござ
います。 1 番目に，航空業界，とりわけ国際航
空業界が環境へのダメージ，とりわけ CO 2 の
排出量ということでは非常に大きな原因になっ
ているということに対する認識が高まっており
ます。しかしそのような大きな発生源になって
いるにも拘らず，京都議定書及び条約からは航
空業界というのは除外されているからです。
　そして 2 番目に，消費に関する税ということ
ですが，この部分において，どうも税が十分に
課されていないのではないかということです。
どの国の付加価値税等でも，国際航空輸送とい
うのは除外されているわけですが，除外しなく
てはならない経済的な理由は全くないわけです。
　それから 3 番目に，これは私の希望的観測か
もしれませんけれども，現時点におきまして特

ですから，また後でその点はフォローしてみた
いと思っております。
　このフランスの国際連帯税が入ったときに，
私は，日経新聞の経済教室欄に論評を書きまし
たが，それは「日経ウイークリー」という英文
の雑誌にも出たりしております。
　それから，先ほどご案内がございましたよう
に，キーンさんがジョン・ストランドさんとい
う方と 2 人で「Indirect Taxes on Internation-
al Aviation」という IMF ペーパーを書いてお
られます。そこでは航空券税だけではなくて燃
料税のこととか，それから空港利用料金の問題
などについても広く触れておりまして，大変に
有益な論文であると存じますが，これについて
はまたペリーさんからお話が詳しくあるものと
思います。
　もう 1 つは，その後いろいろな国が採用しつ
つあるようですが，日本の状況はどうかと申し
ますと，日本ではオルタモンドという名前の
NGO が国際連帯税の導入の活動を活発にして
おりまして，その働き掛けもあって，国会の中
にこの問題，つまり国際連帯税の問題について
議員連盟織ができております。津島雄二さんが
会長で，参議院の林さんが，津島さんを代理す
る立場にあったかと思います。超党派の組織で
すので，民主党からもかなりの数の人が入って
いたと思います。
　今度の選挙で会員であった議員の方が引退し
たり，落選したりして，今は動いていないよう
ですが，聞くところによりますと，民主党の税
制改革要綱の中に国際連帯税の問題が課題の 1
つとして入っているということです。
　ちょっと時間を超過してしまいましたが，私
から最初にお話ししたいと思っていたことは，
要約すると以上のとおりでありまして，そこで
これからペリーさんとの間でいろいろとお話し
合いをさせていただきたいと思います。
　お話し合いというよりは，ペリーさんからま
ず IMF のことについてお話をいただきたいと
思います。
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賦課するというやり方になろうかと思います。
そうなるとビジネスのインプットは税額控除の
対象になります。それはタックスベースを小さ
くすることになりますが，効率性ということで
は，より効率の高い課税となります。
　金子先生の提唱されている航空券税は，管理
上シンプルであるということはそのとおりで，
メリットがあります。金子先生が最初に論文を
書かれました当時は，航空券は旅行代理店を通
じて売られていたわけですが，現在ではそうで
はありません。とりわけレジャー旅行の場合に
はインターネットで航空券を買ったり，あるい
は消費者が直接に購入をするという形になって
おります。つまり，昔と比べて徴税はしやすい
ということで，これはネガティブではなく，む
しろポジティブな側面です。しかしここで留意
をしなくてはならないのは，航空券税というの
は消費税であり，クレジタブルなものではない
ということです。ですから，これが生産への投
入物であるビジネス旅客に対してもかかるとい
うことがデメリットになってしまいます。
　それから，この税に関して，適切なレベルを
設定するためには，経済的に最適な形でパラ
メーターを設定することが必要になってまいり
ます。
　なぜこれまで国際航空に対して付加価値税が
かけられなかったかという 1 つの理由は，どこ
で税を課すのかという，ソースとなる場所を決
定するのが困難であったからです。理論的には
これは航空券税に関しても同じ問題が当てはま
ります。すなわち，どこの国において課税され
るのかということが問題になってくるわけです。
もしこれがグローバルな規模で行われるように
なれば，すなわち国々が協調してそうした税を
導入することができるようになれば，この問題
は小さな問題になってくると思います。
　金子先生がおっしゃいました，ストランド・
キーン・ペーパーの中で航空券税に関してグ
ローバルなベースで税率を適切に設定するため
のパラメーターについて論じております。 1 ド

に経済危機が起こってから今までにないほど，
あるいはこれまでで最も高いレベルでグローバ
ルな税制に関する協調を行っていこうという意
欲が高まっております。
　経済的な見地から見ますと，このような種類
の税を最適な形で作っていくために必要なすべ
てのパラメーターを捕捉するのは非常に難しい
ことです。しかしこのような税を導入するため
には，国際社会はその点に焦点を十分当ててい
かなくてはなりません。
　最初に，国際航空の環境的な側面を見ますと，
ジェット燃料を燃焼させて，そこから CO 2 が
排出されるという環境のダメージだけを考えま
しても，航空燃料 1 ガロン当たり20から40セン
トに相当するということです。ですからそれを
是正して，適切な炭素のプライシングを行うと
いうと，それだけの消費税が必要になってまい
ります。
　気候変動が財政に及ぼす影響に関する IMF
のペーパーを見ますと，支出しなくてはならな
いことがたくさんあります。ダメージを緩和す
るために行う支出はたくさんしなくてはなりま
せん。いわゆるグリーンな支出です。また，代
替的なエネルギーの生成・使用方法に関して，
もっと支出をしなくてはならないということは
確かにあるのですけれども，しかしながら炭素
に関して適切なプライシングを行うということ
がとても重要であると考えます。そしてジェッ
ト燃料のプライシングというのは，この炭素の
プライシングの重要な一部分です。
　もちろん高い消費税を課すということになり
ますと，それは国際航空のコストが上がるとい
うことであり，それは外部性を是正するために
なされるべきであると言うことができます。し
かし他方で，税制全体のデザインということか
ら考えますと，これは特にビジネスの出張ある
いは貨物の輸送に着目すると，生産への中間投
入物に対して税を課すということになります。
　より効果的な税ということになりますと，そ
れは航空輸送に対して付加価値税（VAT）を
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VAT と，それからエクサイズタックスとどち
らがいいかというお話がありまして，エクサイ
ズの方がいいのではないかというお話だったと
思いますが，私もそう思います。ノンクレジタ
ブルなエクサイズタックスの方が執行がしやす
いという問題があると思いますし，制度が複雑
にならないというメリットもあるように思いま
す。
　実際的に考慮すべき点としては，ノンクレジ
タブルなエクサイズであれば，付加価値税を
持っていない国でも適用可能であるということ
です。例えば，世界最大の航空セクターの国で
あるアメリカは VAT がないわけですので，ア
メリカに入ってもらうためには，やはりノンク
レジタブルエクサイズが適当であると思います。
　ただ，アメリカでは航空業界が非常に強い力
を持っておりますので，これについて前向きな
姿勢を取るということはなかなか期待できない
のではないかという感触を持っております。私
は英語で短いエッセーを20世紀に発表したとき
に，読んだ友達が何人か手紙をくれていまして，
アメリカでは航空業界の力が強いから絶対にこ
れは採用されないだろうというふうに言ってき
た人が多いのです。
　ですから，なかなか難しいと思いますが，た
だ，VAT よりはノンクレジタブルエクサイズ
の方が，アメリカにとっては受け入れることの
困難さが少ないということはいえるのではない
かと思います。
　それから，もう 1 つ，ペリーさんがお触れに
なったプライベートトリップとビジネストリッ
プの関係ですけれども，私，エッセーを書く前
にオルドマン先生にこの点について伺いました
ら，オルドマン先生は，ビジネストリップは課
税の対象から除外すべきだと言っていました。
それは，ペリーさんのお考えと同じだと思いま
す。
　ただ，実をいうとビジネストリップとプライ
ベートトリップを区別するのは，行政上非常に
困難であると思います。ですから，区別しよう

ルの公共資金のために，民間が供する限界コス
トがどのくらいになるかということに関して，
その限界コストが高ければ高いほど税率も高く
なります。他方で，航空移動に関する需要弾性
値が高ければ高いほど税率は低くなるというこ
とになるわけです。経済の見地から見て，効率
性の見地から見て，そうなります。そして生産
中間物に対して税を課すということによって生
産にゆがみが生じるという問題はより多くなっ
てくるわけです。
　フランスではこの航空移動の需要弾性値の問
題に対応して，ビジネスクラスの航空券に対し
て課す税率を，そのチケットの値段に対する税
率ということでは，エコノミークラスあるいは
割引の航空券に課す税率よりも高く設定いたし
ました。
　適切な税率を設定するためには，幾つかの
ファクターを考慮に入れていかなくてはなりま
せん。ですから，航空機の燃料税と，一方で限
界的なコストとベネフィットを十分に考慮に入
れた航空券税と，その両方を適切に組み合わせ
ることによって，国際航空の分野からの最も効
率的な形での追加的な税収を生むことができる
と考えます。そして，そもそもこの国際航空の
セクターというのは，そのサービスに対して，
あるいはほかのサービスと比較して，課税が十
分にされていないということでは合意があるわ
けです。
　最後にまとめますと，金子先生はまさにこの
分野においては先端を走っておられたので，今
このトピックが非常に活発に議論されるように
なってまいりました。1980年代から既に金子先
生はこの分野において先を走っていらっしゃっ
たということをもう 1 度称賛いたしまして，私
の最初の発言にしたいと思います。
　ありがとうございました。

　（金子）　どうもありがとうございました。少
し伺いたいことがありますが，国際航空券税に
限定してお話しますと，ペリーさんから今，
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源を得ることができるのではないか。それと比
べると航空券税は，絶対額では大きいとしても，
比較の問題としては，はるかに少ない規模の金
額しか調達できないのではないかという思いも
あったわけです。
　しかし，イヤマークすることがいいかどうか
というのは，この租税の一番の問題だと思いま
すので，ペリーさんのお考えを伺えればと思い
ます。

　（ペリー）　ありがとうございます。今大きく
分けて 3 つのポイントについてコメントをいた
だき，ご質問をいただいたと思います。最後に
おっしゃいました目的税とする（イヤマークを
する）ということに関しては，まさに私もその
点を金子先生にお伺いしようと思っていたとこ
ろです。しかし，まず第 1 のポイントからお答
えをしてみたいと思います。
　先生もおっしゃいましたし，私もお話をした
のですけれども，VAT の方がより効率が高い
やり方であり，特にビジネスの旅行に関しては，
VAT によって，税負担を最終消費まで外すこ
とが可能になります。一方，先生がご指摘され
たように，確かにエクサイズタックスの方がよ
り簡素であるという点がございます。また，
おっしゃいましたとおりアメリカではそういっ
た税を組み込むような VAT の仕組みがござい
ません。いずれも良いポイントだと思います。
　確かにアメリカの航空会社は非常に強力であ
るということはそうなのですけれども，それで
もアメリカ政府は航空券に対して税をかける，
あるいは航空会社を通じて航空旅行に対して税
その他の課徴金をかけてまいりました。航空会
社が徴税をしてきたわけです。航空券を買いま
すと，そこにそれぞれ課されている税金が列挙
されております。ですから，不可能ではないと
思いますが，確かにおっしゃるとおり，航空会
社の抵抗というのは，相当大きいものがあるで
しょう。
　 2 番目の点，ビジネス旅客とプライベートの

と思えば制度が非常に複雑になるし，執行も非
常に難しいのではないかと思いますので，私は
いろいろ理論的な問題，理論的な難点は含まれ
ているかもしれませんが，ビジネストリップも
含めるということにした方がいいのではないか
と思います。そうすることによって制度がずっ
と簡素になりますし，税収も増えるということ
です。
　実はビジネストリップに課税すると，その税
額分は企業によって必要経費として控除されま
すから，各国の税収がそれだけ減って，税収は
各国の国庫の犠牲において，この連帯税なり人
道税なりの方向に動いていくということになり
ます。ビジネストリップを対象にした場合には，
各国がその点について寛容である必要があると
思います。ですから理論的には not correct か
もしれませんが，実際問題としては適当なので
はないかと思っております。
　それから，少し別の問題について伺いたいと
思います。この税収を，例えば先ほどの燃料税
も同じだと思いますが，航空券税の税収をイヤ
マークすることに賛成するかどうかという点に
ついて，恐らくペリーさんの見解と私の見解は
違うのではないかと思います。私がこの国際人
道税の考えが私の頭に浮かんできたときには，
ちょうどアフリカで部族紛争でたくさんの子供
たちが心身を傷つけられ，あるいは飢えに苦し
む姿がテレビにいつも放映されまして，それで
私は，そういうユニセフの活動資金として使う
のが一番いいのではないかと思ったわけです。
　というのは，子供が幸せに生きていくという
ことは，やはり人類全体の立場から見て，大変
大切なことなのではないか，プライオリティー
の高い支出なのではないかと思ったわけです。
もちろんそれ以外にも，例えば地雷の除去など
に使っていいと思います。
　イヤマークするのが適当なのではないかと
思ったのは，開発支援とかその他本当に大掛か
りな途上国の支援のための租税であれば，例え
ば国際金融取引税などの方が恐らくは必要な財
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ころです。ですから，アメリカとかそのほかの
大国が，これまで ODA に使ってきたほかの資
金の代わりにこの新しい税収を使ってしまわな
いかということです。そうならないようにする
メカニズムが必要であると思います。
　既に申しましたが，国際ジェット燃料に税を
かけるというのが 1 つの有力な候補であると思
います。と申しますのも，適切なカーボンプラ
イシングを行い，そしてそれがフェアなもので
あるためには，先進国から途上国への移転（ト
ランスファー）が必要であるということでは意
見の一致が見られているからです。中には，途
上国が CO2 排出を削減するのを助けるために
移転が必要であるという議論もありますし，こ
れがうまくいくためには炭素のプライシングが
皆平等でなければうまく機能しないわけです。
そうすることによって初めて，排出量の削減が
可能になってくるわけです。そうなりますと，
その移転のための候補としては，これは最も論
理的な候補ということになると思います。
　しかし一方で，海外旅行，航空移動に，移動
距離というベースで見た場合には，途上国は参
加の度合いが先進国と比べて少ないわけですか
ら，そういうことを十分に考慮していかなくて
はなりません。
　したがいまして，私はその目的税ということ
を賛成しているわけではありませんが，しかし
ながら，そういうふうに考える議論もあるとい
うことだけを申し上げておきたいと思います。

　（金子）　今伺った 2 つの点，サブスティ
チュートの問題，これは私もそうだと思います。
それから，燃料税とコンバインすることによっ
て問題が解決できるのではないかという考え方，
この考え方にも私は大変にインプレスされまし
た。
　それで，こういう燃料税なり航空券税なりに
対する問題は，フランスの制度はフランスが集
めたものをフランスが使う，あるいはヨーロッ
パの国々が集めたものと合わせてヨーロッパの

旅客との区別をするという点ですけれども，確
かにビジネス客に関して税を課すというのは非
効率であると思います。しかし一方でビジネス
だけを除外するというのは大変複雑なことに
なってしまいますし，VAT の仕組みなしでそ
ういった区別をして徴税をするというのは，ほ
とんど管理上，悪夢のような状況になってしま
うと思いますので，とてもお勧めはできないと
思います。
　ビジネス客に対しても，ビジネス旅行に対し
て航空券税を課して，それに関してはビジネス
の目的で税の控除可能項目にするということに
すれば，少しは役に立つかもしれませんが，し
かしフランスでやっていることと逆行するわけ
ですから，不人気を博すということになると思
います。すなわち，ビジネス客には課税をしな
いということになると，とてもこれは政治的に
は説得できるものではないと思います。
　最後に，航空券税を目的税化するのがよいか
どうかという，より大きな質問ですが，もちろ
ん一般的には，文献等を見ましても，目的税に
することは好まれておりません。それは効率も
よくありませんし，煩雑になってしまうからで
す。経済的な見地から見たときには，もっと幅
広く一般税，普通税の中から適切な目的のため
に使うという方が効率的な結果は出てくるわけ
です。しかしながら，目的税にすることによっ
て，税は，政治的により受け入れられやすい税
になるということも確かなのです。
　全く私見ですけれども，私も金子先生と全く
同じでして，発展途上国のために，また発展途
上国の国民のために支援に供することができる
ことというのは何でも良いことである，たとえ
経済的な効率性を伴わないとしても良いことで
あるとは考えております。
　最後に，フランスで現在行われていること，
また金子先生がご提案なさったこの特定の税金
に関して，またほかのさまざまな人が提案して
いるそのほかの税金に関しても言える主な問題
は，お金というのは代替可能性があるというと
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関しては疑問がございます。ただ，おっしゃる
ことには十分共感はいたします。

　（金子）　どうもありがとうございました。私
の申し上げていることは確かに長期的な目標で
ありまして，近い将来にそれを実現することは
困難であると，私も思っております。
　時間がまいりましたので，まだ伺いたい点は
幾つかありますけれどもこの辺で終わりにした
いと思います。興味深いお話を伺うことができ
まして，本当にありがとうございました。

　（ペリー）　私も金子先生とこのような重要な
トピックに関して対談させていただきまして，
嬉しく思っております。どうもありがとうござ
いました。

　（本庄）　大変有意義な議論をお伺いできてあ
りがとうございました。国際社会の一員として
各国が，サブスティチューションの問題を越え
て，ODA のほかにそういう構想を持てるか。
それとも，先ほど金子先生の問題意識であった
ように，各国が税収をどう使うか，国際航空券
税の税収は一体誰のものか，誰に帰属するか，
その課税権は各国の主催に属するものとするの
か，国連などの国際機関に属するという制度設
計をすることができるのか，という基本問題に
ついて，国際社会が合意できるかどうかという
ことで，将来の大きな懸案かと思います。
　時間が来てしまいましたので，まだまだお聞
きしたいことはあると思いますけれど，ペリー
さんの講演が終わった後，質疑応答の時間も設
けますので，どうぞその時をご利用いただきた
いと思います。
　それでは公開の対談は，以上をもちまして終
わりに致します。

国際機関が使うということで，全世界的な規模
で集めて使うというのとは違っているわけです。
　こういう租税を考える場合には，発想を新し
くして，こういう租税の課税管轄権は，国際社
会に属すると考えるべきではないかということ
です。課税管轄権は，個別の国ではなくて国際
社会に属しており，各国は国際社会のために徴
収しているのだと考えて，税収を国連なら国連
に全部トランスファーして，国連が統一的な基
準に従って使っていくというやり方を取るのが
一番いいのではないかと思います。そこがフラ
ンスの制度について私が大変に疑問に感じてい
る点の 1 つでありますが，この点はどうお考え
になりますか。

　（ペリー）　私は，正直申しましてフランスの
制度に関して細部まで検討してはおりませんが，
私の知っているところでは，ビジネス旅客に関
して，より大きく課しているということを理解
しております。理論的にはその税収を援助のた
めに使うということでありまして，それは結構
なことであると思います。ただ，私及び同僚は，
その代替効果ということに関しては確認をして
おりません。この考え方というのは，ほかの国，
例えばブラジルにおいても広がっております。
　今おっしゃった点，航空券税に関する課税管
轄権がそれぞれの主権国家に属するのではなく
国際社会に属するのだというお考えは，確かに
魅力はあるのですけれども，どうもそこまで
おっしゃいますと，金子先生は20年どころでは
なくもっともっと先を考えられているような気
がいたします。
　果たしてそういう考え方を国に説得すること
ができるのか。また，われわれがポリティカル
マスターと呼ぶ政治指導者たちに対して言うこ
とができるのか，説得できるのかということに
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